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平和と地方自治体の役割と実践	



○この講義で伝えたいこと 
 
・なぜ労働組合が平和運動を取り組むのか 
 
・平和創造における地方自治体の役割・悩み 
 
・労働組合が平和創造に果たしてきたこと 
　	



岩国基地機能強化の現状と課題	

岩国基地機能強化の経緯 
○滑走路沖合移設問題 
・１９７１年以降、岩国市などの岩国飛行場周辺の地方自治体 
　が、滑走路の沖合移設を強く要望。 
 
・１９９３年から９５年に調査、実施設計等を実施。９６年から工 
　事に着手。 
 
・２０１０年５月２９日、新滑走路を運用開始。	





 
	







○岩国基地の機能強化での岩国市の対応 
・２００１年以降、米国国防省が冷戦型の米軍配置を見直す。 
　※対テロ対策 
 
・在日米軍基地も２００５年に日米政府間で合意され再編成に 
　着手。 
 
・神奈川県厚木基地所属の空母艦載機等５７機の岩国基地移 
　転を発表 
 
・井原岩国市長（当時）が反対を表明 
※以後、受け入れに反対の市長・市議会議員と、容認する市議
会議員の対立が激化	



○国の「アメとムチ」のやり方 
・２００６年３月１２日、空母艦載機移転の是非を問う住民投票を
実施 

※反対４３，４３３票、賛成５，３６９票、投票率５８．６８％ 
 
・２００６年４月２３日岩国市長選挙、空母艦載機移転反対を打
ち出す井原市長が、受け入れ容認派の新人を破り再選。 

 
・反対を表明した岩国市に対し、２００５年度から支出していた
庁舎改築事業への補助金を０７年度は計上せず。 

※元々は沖縄県普天間基地からの空中給油機移転による補
助金で、厚木基地からの空母艦載機移転とは関係なし。 

	



・２００７年３月、岩国市議会で合併特例債を財源とした庁舎改 
　築事業等を盛り込んだ、０７年度予算が否決。 
 
・２００７年５月「駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別措 
　置法」成立。 
※受け入れを容認した自治体に対し「再編交付金」を支出。 
 
・庁舎改築の財源の大半を合併特例債に切り替える予算案を９
月議会に提出するも容認派が多数を占める議会で否決。 

 
	



・１２月議会で通算５度目の予算案提出。否決により井原市長 
　辞任。出直し市長選挙へ 
 
・２００８年２月１０日、衆議院議員（自民党）を辞職し市長選挙 
　に立候補した福田良彦氏が井原市長を破り新市長に。受け 
　入れ容認に。 
 
・２００７年度交付予定の３５億円を年度末までに支出。２００８ 
　年４月１４日、新庁舎完成。	



○労働組合などの対応 
・２００６年３月１０日　連合山口・広島が主催し「岩 
　国基地機能強化反対集会」を開催 
※３，０００人規模 
・２００７年１２月１日「国の仕打ちに怒りの一万人 
　集会」を開催 
※１０，０００人規模 
・連合が中心となって、岩国市や周辺市長・町長とと 
　もに「岩国基地増強計画反対連絡会議」を結成	









○大竹市の対応 
・２００６年６月市長選挙。基地機能強化反対を表明した現市長 
　当選。 
 
・２００６年１２月２１日、市議会全員協議会で容認へと方針転換 
※市議会１７人のうち１５人が賛成。 
 
・２００７年度から２０１６年度まで基地交付金を受け入れ 
※総額４０億円になる見込み 
※岩国市は総額１３０億円の見込み 
	



○大竹市の財政状況 
・バブル崩壊後の地方財政の出動により、多額の借金 
　を抱える。 
 
・税収の伸び悩み。 
 
・借金を返済しながら、必要な住民サービスを展開す 
　することの限界。	



○再編交付金の現状 
・消防車両、高規格救急車の整備 
 
・離島への診療所運営補助（２５年ぶりに医師常駐） 
 
・自動対外式助細動器の購入と設置 
 
・小学校卒業までの通院・入院の自己負担分軽減の財源 
 
・学校の改築、空調機設置、パソコン購入 
 
・道路の改良、街灯の整備	



○問題点 
・再編交付金に依存する体質 
※１０年間の時限立法。期限後はどうなるのか。 
 
・騒音・犯罪問題 
※５７機の移転は本格化していない。予想もつかない。 
 
・行政のモラル 
※不要不急の事業も「お金がもらえるならいいじゃないか」 
 
◎原子力発電所立地自治体にも同様の課題が… 
	



 
	





2011年6月22日　中国新聞	



2011年6月23日　中国新聞	



○核兵器廃絶への地方自治体・労働組合の取
り組み 
・非核自治体宣言 
※広島県内すべての自治体で宣言 
※全国でも同様な取り組み（８２．３％） 
※自治体が１００％宣言しているのは１２府県 
 
◎でも市長が変われば… 



2011年6月17日　中国新聞	



○労働組合はなぜ平和を求めるのか 
・核兵器保有国の現状 
　核兵器を保有するために多額の費用が使われ、民生部門に 
　お金がまわらない。 
　社会保障、教育等の制度が貧弱に 
 
・戦争状態では 
　人権が蹂躙される。 
 
・労働組合の存在自体が危ぶまれる。	



○労働組合の取り組み 
・岩国基地機能強化 
　１０，０００人を集めての反対集会 
 
・沖縄の米軍基地問題 
　普天間基地を「人間の鎖」で囲み、反対の意思を表示 
 
・核兵器廃絶に向けて 
　核兵器廃絶１０００万人署名の取り組み 
　７００万人分の署名を国連に提出。 
　ＩＴＵＣ（国際労働組合総連合）も取り組み、全世界で2000万人 
　もの署名を集める。	















○平和運動の現状と課題 
・デモ行進や座り込みで反対の意思表示 
 
 
・世論に訴える力 
 
 
・より平和な社会に。より人権が大切にされる社会に。 
 
 
・地域とともに活動する。	


